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厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

 （分担）研究報告書 
 

       医師の労働時間短縮のための手法に関する検討 
 

       研究分担者 平井 俊範 熊本大学教授 

  研究要旨 

タスク・シフト/シェアの推進において、現行制度の下で実施可能な業務のうち
特に推進するとされた業務のなかから、定型的業務の抽出を行い、その抽出をし
た定型的業務に関する資材の作成を行う。その作成をした各資材の有用性の検証
と実装を行い、全国的に利用可能な形に標準化するとともに汎用性を高める。 

 

  
Ａ．研究目的 

医師の時間外労働の上限規制が適用される
2024年４月に向け、医師労働時間短縮計画を
作成する必要がある。医師の労働時間の正確
な把握と、医療従事者の合意形成のもとでの
業務の移管や共同化が求められる。 

本研究においては、1. 勤務医の労働時間の実
態と働き方に対する意識を把握する、2. 医師
業務で時間をとられている患者への説明・同
意書の作成を特定・抽出し、動画資材の作成に
よる業務負担軽減を図る、ことを目的とする。 
 

Ｂ．研究方法 

1. 厚生労働省が取り組む医師の働き方改革の
推進に関する検討会が設けた、勤務医に対す
る情報発信に関する作業部会によるアンケー
ト調査に協力し、労働時間の実態、働き方改革
の制度認知について調べた。 

2. 研究代表者の所属施設において診療科別に
患者への説明と同意書の取得件数を調べた結
果を研究班で共有し、次年度に作成予定の資
材の内容について検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 当大学病院と関連3施設が協力し、計10医
療機関の勤務医に対するアンケート結果が作
業部会で集計された。 

有効回答数：1,175（回収率29.2％） 

①自身の働き方について：１日の活動時間の
７割以上を仕事に割いていると回答した医師
が約８割を占め、９割以上と回答した医師も
約２割存在した。回答者の約７割が今後労働
時間を「少し減らしたい」 「もっと減らした
い」と回答した。 

②医師の働き方改革の制度認知について：回
答者の半数以上が「よく知っている」「ある程
度知っている」と回答する一方で、各上限水準
の内容や宿日直許可基準の内容については、 

「全く知らない」という回答が約半数を占め

た。若年層の認知度が低く、年代が上がるにつ
れて認知度が向上した。 

2. 2020年4月～6月における熊本大学全体で
の同意書取得件数は27710件であった。診療科
別では消化器内科、消化器外科、循環器内科が
多く、同意書の種類としては画像診断、輸血、
手術、内視鏡、麻酔に関する同意書が多かった。 
 

D．考察 

1. 勤務医の労働時間について、限られた施設、
人数ではあるが、業務量が多く、労働時間が多
くなっている現状が把握できた。医師以外で
もできる業務が人手不足で医師がやらざるを
得ない状況が課題である。時間内勤務と時間
外勤務の規定や報酬の整備、自己研鑽の考え
方について充分な議論と無理のない改革が望
まれる。 

2. 患者への説明・同意について、画像診断、
内視鏡、カテーテル等の検査や、輸血、麻酔、
手術等の侵襲的手技について件数が多く、時
間を割かれている。各々について定型的な内
容を資材化することで説明と同意の取得に関
する時間の短縮が得られると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 勤務医は過剰な労働時間を強いられており、
医師業務の移管や共同化が必要である。患者
への説明・同意について、汎用性の高い動画資
材の作成で医師業務の負担軽減を図っていく。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 なし 

 2.  学会発表 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1.  特許取得 なし 

 2.  実用新案登録 なし 

 3.  その他 なし 

医師の労働時間短縮のための手法に関する検討 

研究分担者 掛地 吉弘 神戸大学大学院医学研究科外科学講座食道胃腸外科学分野教授 

研究要旨 
 

医師の労働時間の短縮のため、勤務医の労働時間についてアンケート調査に協
力した。仕事に割かれる時間が多く、労働時間を減らしたいとの回答が約 7 割
を占めていた。医師業務の中で、患者への説明・同意書の作成に時間をとられて
おり、特に検査や侵襲的手技についてのものが多かった。汎用性の高い検査、侵
襲的手技について動画資材を作成し、労働時間短縮効果を図っていく。 



 

 

 


